別紙1

交付申請額の算出方法及び事業経費の配分

(単位：千円)

	事　業　区　分
	事業費

（ａ）
	補助対象外事業費

（ｂ）
	補助対象事業費

（ｃ）＝（ａ）－（ｂ）
	補助率
	補助金申請額

（ｃ）×補助率

	サステナブル建築物等先導事業
	
	
	
	
	

	
	建築設計費
	（　　　　）


	（　　　　）


	（　　　　）


	1/2
	（　　　　）



	
	建設工事費
	（　　　　）


	（　　　　）


	（　　　　）


	1/2
	（　　　　）



	
	マネジメントシステム整備費
	（　　　　）


	（　　　　）


	（　　　　）


	1/2
	（　　　　）



	
	技術の検証費
	（　　　　）


	（　　　　）


	（　　　　）


	1/2
	（　　　　）



	
	小　計（A）
	（　　　　）


	（　　　　）


	（　　　　）


	
	（　　　　）



	
	附帯事務費（A×2.2%以内）
	
	
	
	
	（　　　　）



	合計
	交付申請額合計
	
	
	
	
	

	
	(前回交付決定額)
	
	
	
	
	

	
	(変動増減)
	
	
	
	
	


（ｂ）のうち、他の補助金が含まれている場合は以下に記入のこと。

事業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所管名：　　　　　　　　　　　
（記載上の注意）１．変更申請の場合には、変更前の記載内容を上段（　）書で記載すること。

２．（ｃ）には、他の補助金を含めることはできない。

別紙２

交付申請額の算出方法の明細
Ａ　建築設計費

(単位：千円)
	補助対象棟数・戸数
	事業費
	補助対象事業費
	補助率
	補助金申請額

	（　　棟）

棟　

（　　戸）

戸　
	（　　　　）


	（　　　　）


	１／２
	（　　　　）




 (注)

１．変更申請の場合には、変更前の記載内容を上段（　）書で記載すること。

２．事業費の積算内訳が記載されている請負契約書等を添付すること。（補助対象とならない費目については、分かりやすく明記すること。）

Ｂ　建設工事費（設備工事費を含む）

(単位：千円)
	補助対象戸数
	事業費
	補助対象事業費
	補助率
	補助金申請額

	（　　棟）

棟　

（　　戸）

戸　
	（　　　　）


	（　　　　）


	１／２
	（　　　　）




 (注)

１．変更申請の場合には、変更前の記載内容を上段（　）書で記載すること。

２．事業費の積算内訳が記載されている請負契約書等を添付すること。（補助対象とならない費目については、分かりやすく明記すること。）

Ｃ　マネジメントシステム整備費

 (単位：千円)
	区　分
	事業費
	補助対象事業費
	補助率
	補助金申請額

	建設工事費（設備工事費を含む）　(a)
	（　　　　）


	（　　　　）


	１／２
	（　　　　）



	直接経費　　(b)
	（　　　　）


	（　　　　）
	１／２
	（　　　　）

	
	賃金等
	（　　　　）


	（　　　　）


	
	（　　　　）



	
	旅費
	（　　　　）


	（　　　　）


	
	（　　　　）



	
	備品購入費等
	（　　　　）


	（　　　　）


	
	（　　　　）



	
	委託料等
	（　　　　）


	（　　　　）


	
	（　　　　）



	
	その他

	（　　　　）


	（　　　　）


	
	（　　　　）

	合　計
（a+b）
	（　　　　）


	（　　　　）


	
	（　　　　）




 (注)

１．変更申請の場合には、変更前の記載内容を上段（　）書で記載すること。

２．建設工事費の事業費の積算内訳が記載されている請負契約書等を添付すること。（補助対象とならない費目については、分かりやすく明記すること。）

３．建設工事費を除く補助対象事業費の積算内訳については、別紙２-別添資料に記載すること。
４.　委託料等が５０％を超える場合は、その理由を記した書類を提出すること。
Ｄ　技術の検証費

(単位：千円)

	区　分
	事業費
	補助対象事業費
	補助率
	補助金申請額

	建設工事費（設備工事費を含む）　(a)
	（　　　　）


	（　　　　）


	１／２
	（　　　　）



	直接経費　　(b)
	（　　　　）


	（　　　　）
	１／２
	（　　　　）

	
	賃金等
	（　　　　）


	（　　　　）


	
	（　　　　）



	
	旅費
	（　　　　）


	（　　　　）


	
	（　　　　）



	
	備品購入費等
	（　　　　）


	（　　　　）


	
	（　　　　）



	
	委託料等
	（　　　　）


	（　　　　）


	
	（　　　　）



	
	その他
	（　　　　）


	（　　　　）


	
	（　　　　）

	合　計
（a+b）
	（　　　　）


	（　　　　）


	
	（　　　　）




(注)

１．変更申請の場合には、変更前の記載内容を上段（　）書で記載すること。

２．建設工事費の事業費の積算内訳が記載されている請負契約書等を添付すること。（補助対象とならない費目については、分かりやすく明記すること。）

３．建設工事費を除く補助対象事業費の内訳については、別紙２-別添資料に記載すること。
４.　委託料等が５０％を超える場合は、その理由を記した書類を提出すること。
別紙３

科目別使途明細書（　注１　）
(単位：千円)

	科　目
	内　容
	金　額
	積　算　内　訳
	使　　途

	直接経費
	

	
	賃金等
	
	（　　）
	
	

	
	旅費
	
	（　　）
	
	

	
	備品購入費等
	
	（　　）
	
	

	
	委託料等
	
	（　　）
	
	

	
	その他
	
	（　　）
	
	

	
	小　計
	
	（　　）


	

	合　計
	
	（　　）


	


注１．（　）内には、マネジメントシステム整備費、技術の検証費の別を記載すること。

注２．変更申請の場合には、変更前の記載内容を上段（　）書で記載すること。

注３．作成にあたっては、（別表）科目別使途内訳を参考にすること。委託料等は原則として各年度の５０％を超えない範囲とし、５０％を超える場合はその理由を記した書類を添付すること。
注４． 積算内訳の欄には，当該経費に係る額の算出についての積算の内訳を詳細に記載すること。

注５．使途の欄には、必要に応じて、当該積算内訳についての使途の内容を記載すること。
（別表）

科目別使途内訳

直接経費

	科　目
	内　　容

	賃金等
	応募者の構成員が法人の場合、当該事業を遂行するための技術補助者を雇用するための経費、当該事業を遂行するための単純労働に対して支払う経費（「時間給」又は「日給」）及び専門的知識の提供等、当該事業に協力を得た人（応募者の構成員として当該事業を実施する者は除く。）に支払う経費

	旅費
	当該事業に参加する者が事業の実施のために直接必要な交通費及び宿泊費

	備品購入費等
	当該事業に供する器具機械類その他の備品並びに標本等で、その性質及び形状を変ずることなく長期の使用に耐えるものの代価（昭和34年３月12日付け建設省会発第74号建設事務次官通達「補助事業等における残存物件の取扱いについて」参照）、事業用等の消耗器財、その他の消耗品及び備品に付随する部品等の代価

	委託料等
	当該事業を遂行するために必要な器具機械等の修繕料、各種保守料、洗濯料、翻訳料、写真等焼付料、鑑定料、設計料、試験料、加工手数料、当該事業の遂行に必要であるが、事業の本質をなす発想を必要としない定型的な業務を他の機関に委託して行わせるための経費

	その他
	設備の賃借（リース）、事業を遂行するために労働者派遣事業を営む者から期間を限って人材を派遣してもらうための経費、文献購入費、光熱水料（専用のメーターがある場合等、実際に要する経費の額を特定できる場合に限る。）、通信運搬費（実際に事業に要するものに限る。）、印刷製本費、借料・損料、会議費、送金手数料、収入印紙代等の雑費


(注) 以下の経費については、補助対象とならない。

	科　　　目
	説　　　　　明

	建物等施設の建設、不動産取得に関する経費
	ただし、本補助金で購入した設備・備品を導入することにより必要となる軽微な据付費等については、申請可能。

	事業を実施する者の人件費
	応募者の構成員または応募者の構成員に所属する者で、事業を実施するものの人件費

	技術補助者等に支払う経費のうち、労働時間に応じて支払う経費以外の経費
	雇用関係が生じるような月極の給与、退職金、ボーナス等の各種手当。ただし、労働者派遣事業者との契約により技術者等を受け入れるために必要な経費については申請可能。

	国内外を問わず、単なる学会出席のための交通費、宿泊費、参加費
	ただし、補助金の対象となった事業の成果発表を行う場合は申請可能。

	事業実施中に発生した事故・災害の処理のための経費
	－

	その他、当該事業の実施に関連性のない経費
	－


別紙４
附帯事務費明細書
(単位：千円)
	科　目
	内　容
	金　額
	積　算　内　訳
	使　　途

	人 件 費
	
	（　　）
	※人件費の合計額は、原則として附帯事務費総額の３０％以内とする。


	

	旅　　費
	
	（　　）
	
	

	庁　　費
	
	（　　）
	
	

	その他
	
	（　　）
	
	

	合　計
	
	
	


(注)

１．変更申請の場合には、変更前の記載内容を上段（　）書で記載すること。

２．作成にあたっては、（別表）科目別使途内訳を参考にすること。

３．積算内訳の欄には，当該経費に係る額の算出についての積算の内訳を詳細に記載すること。

４．使途の欄には、必要に応じて、当該積算内訳についての使途の内容を記載すること。
（別表）
科目別使途内訳
	科　目
	内　　容

	人件費
	給料
	事業執行のため直接必要な一般職員の給料

	　
	職員手当
	事業執行のため直接必要な一般職員に対する諸手当

	　
	保険料
	職員に係る社会保険料

	　
	賃金
	事業執行に直接必要な補助員等の賃金（ただし，庶務，経理等の一般管理事務に従事する者を除く。）

	旅　費
	旅費
	事業執行のため直接必要な出張，関係機関等との連絡等に必要な普通旅費

	庁　費
	報償金
	謝礼金等

	　
	需用費
	文具費，消耗器材費等消耗品費，自動車等の燃料費，図書，報告書，帳簿等の印刷，製本代等印刷製本費，電気，水道，瓦斯等の使用料，同計器使用料等光熱水費並びに事務用器具及び自動車等備品の修繕料

	　
	役務費
	郵便，電信電話料及び運搬料等通信運搬費，物品保管料，倉庫料等保管料，物品取扱手数料，報告書等の筆耕料並びに自動車損害保険料等

	　
	委託料
	調査等の委託料

	　
	使用料及び
賃借料
	自動車借上，会場借上，物品その他の借上等使用料及び賃貸料

	　
	備品購入費
	事務用器具，機械，図書等の購入費で原型のまま比較的長期の反覆使用に耐える物品の購入費。（昭和34年３月12日付け建設省会発第74号建設事務次官通達「補助事業等における残存物件の取扱いについて」参照）

	　
	負担金等
	事業執行のために必要な負担金等，ただし，経常的会費等は含まない。


(注) 以下の経費については、申請できない経費
	項目
	説明

	建物等施設の建設、不動産取得に関する経費
	但し、本補助金で購入した設備・備品を導入することにより必要となる軽微な据付費等については、申請可能。

	事業を実施する者の人件費
	応募者の構成員又は応募者の構成員に所属する者で、事業を実施するものの人件費

	技術補助者等に支払う経費のうち、労働時間に応じて支払う経費以外の経費
	雇用関係が生じるような月極の給与、退職金、ボーナス等の各種手当。

但し、労働者派遣事業者との契約により技術者等を受け入れるために必要な経費については申請可能。

	国内外を問わず、単なる学会出席のための交通費、宿泊費、参加費
	但し、補助金の対象となった事業に関する成果発表会を行う場合は申請可能。

	効果の検証中に発生した事故・災害の処理のための経費
	―

	その他、当該事業における効果の検証の実施に関連性のない経費
	―

	当該事業申請費用
	申請書作成費及び事務代行費。申請に伴う、交通費、宅急便費、郵送費、印刷代、事務用品費等。


1

